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東京労働局は、行政ニーズに即応した労働行政を展開するために、東京都及び管内の区市町村並び
に関係団体等との連携を密にしつつ、地域経済情勢や主要産業・企業の動向等を逐次、綿密に把握し、
その分析の上に立った各施策の計画的な実施に努めています。

外部の有識者からご意見を伺う審議会や、東京都、管内の区市町村及び関係団体との間で意見交換
を行う各種会議を通じて、地域の実情に合った機動的かつ効果的な労働施策を実施しています。

また、労働基準監督署・ハローワークにおいては、管轄の基礎自治体と緊密な連携を保ち、地域の
ニーズに即応した行政展開に努めています。

労働行政の推進に当たって、東京労働局と東京都が地域の労使団体、
金融機関、関係団体から広く意見を聞き、地域の実情に即した総合的

な労働施策の展開を図るために設置している会議です。
地域に応じた働き方改革を進め、若者や非正規労働者等の労働環境

や処遇の改善等に向けた機運が高まるよう、様々な労働問題に関して
意見交換等を行っています。

平成27年2月10日に厚生労働大
臣と東京都知事との間で締結した雇
用対策協定に基づく実施事項につい
て、進め方や進捗状況等を協議する

会議です。実施事項は雇用就業分野、
福祉医療分野及び教育分野等、多岐
にわたります。

所管法令の施行に関する重要事項等につい

て、有識者により調査・審議を行っています。

労働局の雇用対策及びハ
ローワークの事業等につい

て、基礎自治体の理解を得
るとともに、各地域におけ
る労働行政に対するニーズ

を把握し、地方公共団体と
連携しつつ実施する各種事
業等を通して行政サービス
の向上を図る会議です。

最低賃金法に基づき、東京都における地域別最低賃

金、特定最低賃金について、有識者により調査・審議
を行っています。

審議会

地域の団体と協力して労働施策の展開を推進する会議

労働者団体
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地方公共団体と連携して行う取組

地方公共団体の提案に基づ
き、国（ハローワーク）が行

う無料職業紹介等と地方公共
団体が行う相談業務等を一体

的に実施するものです。地域
ごとに、地方公共団体主導で、
ハローワークと一体になって
様々な取組を行っています。

金融機関

関係団体

※「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関
する法律」第10条の3に基づく協議会として位置付け
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第１部 地方公共団体等との連携による地域に密着した行政の展開第１部 地方公共団体等との連携による地域に密着した行政の展開
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女性活躍推進法に基づき、常時雇用する労働者
数301人以上の事業主に義務付けられた男女の賃
金の差異に係る情報公表等について着実に履行確
保を図ります。

賃金の差異の要因分析や雇用管理改善の重要性
について啓発を進めるとともに、企業への個別支
援、「女性の活躍推進企業データーベース」の利
用促進を図ります。

あわせて、女性活躍の基礎となる男女雇用機会
均等法の履行確保を徹底します。

さらに、「えるぼし」、「プラチナえるぼし」
の認定取得を目指す企業に対して、「民間企業に
おける女性活躍促進事業」（厚生労働省委託事
業）の「女性活躍推進アドバイザー」によるコン
サルティングや事業主への説明会の活用等を促し、
女性活躍の更なる取組を推進します。

第１ 女性活躍とワーク・ライフ・バランスの推進

１ 女性活躍の推進

《東京労働局管内の認定状況》
えるぼし認定企業数 1,070件
プラチナえるぼし認定企業 15件

（令和５年２月末時点）

２ 男性が育児休業を取得しやすい環境の整備

令和５年４月１日より施行された労働者数
1,000人超の企業を対象とした男性の育児休業等
取得状況の公表の義務化について、着実な履行確
保を図るとともに、「産後パパ育休」（出生時育
児休業）を含め、育児・介護休業法に基づく両立
支援制度について労働者が円滑に利用できるよう
周知徹底を図ります。

また、介護離職を予防するため介護休業制度の
周知を図ります。

労働者の権利侵害が疑われる事案や育児休業の
取得等を理由とする不利益取扱いが疑われる事案
を把握した場合には、事業主に対する報告徴収・
是正指導等を行います。

１ 育児・介護休業法の周知及び履行確保

東京労働局YouTube公式チャンネル

第２部 令和５年度の主な重点施策第２部 令和５年度の主な重点施策

３

少子化問題や子育て支援が課題となっている中で、「女性活躍の推進」「仕事と家庭の両立」「柔
軟な働き方の促進」などの施策をワンパッケージで推進し、男女ともに働きやすい雇用環境の整備を
進めます。



３ 雇用形態に関わらない公正な待遇の確保等

２ 男女とも仕事と育児や介護を両立しやす
い環境の整備に向けた企業の取組支援

男性の育児休業取得や仕事と介護の両立に
ついて理解が進み、職場環境の整備が進むよ
う、各制度の周知と併せ取組事例の紹介や両
立支援等助成金の支給を通じ、仕事と育児・
介護との両立を図りやすい職場環境の整備に
取り組む事業主を支援します。

３ 次世代育成支援対策の推進

次世代育成支援対策推進法に基づく「一般
事業主行動計画」の策定・届出義務のある常
用労働者数101人以上の事業主に対し、届出
の徹底を図ります。

さらに、「くるみん」、「プラチナくるみ
ん」、「トライくるみん」及び「くるみんプ
ラス」の認定基準の周知及び取得を促進しま
す。

また、不妊治療を受けやすい職場環境を整
備するため、休暇制度の導入等を事業主に働
きかけます。

パートタイム・有期雇用労働法、派遣法
に基づく報告徴収、指導監督等を実施し、
着実な履行確保を図ります。

あわせて、同一労働同一賃金等に取り組
む企業の好事例等について、「多様な働き
方の実現応援サイト」等を通じて、事業主
等に対して周知等を図ります。

非正規労働者の企業内でのキャリアアッ
プを促進するため、正社員化や処遇改善を
行う事業主に対する助成金（キャリアアッ
プ助成金）の活用を促します。

無期転換ルールについて、モデル就業規則
等を活用し、引き続き事業主に向けた周知を
行います。また、無期転換ルールの適用を意
図的に避ける目的での雇止め等を把握した場
合は、啓発指導を行います。

１ パートタイム・有期雇用労働法及び
派遣法に基づく報告徴収、指導監督等

２ 無期転換ルールの円滑な運用

モデル就業規則無期転換ルールハンドブック

パートタイム・有期雇用労働法キャラクター
「パゆうちゃん」

４

《東京労働局管内の認定状況》
くるみん認定企業数 1,369件（うちプラス3件）
プラチナくるみん認定企業 229件（うちプラス5件）

（令和５年2月末時点）



４ 柔軟な働き方ができる労働環境の整備

５ マザーズハローワーク等による就職支援

子育てをしながら就職を希望する方を対象と
したマザーズハローワーク（東京（渋谷）・日
暮里・立川）及び都内７か所のハローワークに
設置するマザーズコーナーにおいて、個々の求
職者のニーズに応じた予約制・担当制によるき
め細かな就職支援を行います。

あわせて、オンラインを活用した就職支援
サービスを提供するとともに、NPO法人等、地
域の子育て支援拠点や関係機関と密接に連携し
てアウトリーチ型の支援を行うほか、仕事と家
庭の両立ができる求人の確保等を行います。

さらに、SNS（LINE、Instagram、Twitter 
等）や「東京ハローワークYouTube 公式チャ
ンネル」を活用し、未利用者に対しても支援メ
ニューが広く伝わるようアピールを行います。

５

マザーズハローワーク
相談風景

キッズコーナー

東京マザーズハローワーク
ロゴマーク

１ テレワークの導入・定着促進

２ ワーク・ライフ・バランスの推進に向けて

３ 東京働き方改革推進支援センターによ
るワンストップ支援サービスの提供

中小企業・小規模事業者等が抱える長時
間労働の削減、同一労働同一賃金の実現等
の対応や、生産性の向上による賃金の引上
げ、人手不足解消に向けた人材確保・定着
など、働き方改革に関する様々な課題につ
いて、専門家による相談、コンサルティン
グ、セミナーの開催・講師派遣などのワン
ストップ支援サービスを行っていきます。

講師派遣による中小企業向けセミナーの様子

「テレワークの適切な導入及び実施のための
ガイドライン」の周知を図るとともに、「人材
確保等支援助成金（テレワークコース）」の案
内を行います。また、導入やICT活用に向けて
の相談については、テレワーク相談センターの
紹介を行います。

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン
ス）の実現のため、年次有給休暇の取得促進に
向けて、「時間単位の年次有給休暇」の導入促
進を図ります。

また、「病気休暇」「ボランティア休暇」等
の特別休暇や勤務間インターバル制度について
も、「働き方改革推進支援助成金」の活用を促
し、企業への導入を促進します。



第２ 労働移動の円滑化とキャリアアップの促進

１ 人手不足分野への対応と若年者等支援

１ 介護・運輸・警備等人手不足分野への人材
確保支援

医療（看護）・福祉（介護・保育）、建設、警備、
運輸等の雇用吸収力の高い分野のマッチング支援を
強化するため、都内７か所のハローワークに設置す
る「人材確保・就職支援コーナー」を中心に、求人
者・求職者双方の状況を踏まえた支援及びオンライ
ンも活用した業界セミナーや施設見学・ツアー型面
接会など、関係団体等と連携した人材確保支援の充
実を図ります。

また、人手不足分野の求人充足を促進するために、
SNS（LINE、Instagram、Twitter等）や「東京ハ
ローワークYouTube 公式チャンネル」を積極的に
活用し、求人企業の魅力をハローワークの未利用者
も含め広く伝わるようアピールします。特に、介護
分野については、ハローワークにおいて毎月11 日
から17 日までを「東京介護WEEK！」として集中的
な支援に取り組みます。

建設・運輸分野については、時間外労働の上限規
制の円滑な適用に向けて、労働基準監督署とハロー
ワークが連携して人材確保の支援に取り組みます。
さらに、関係団体等との連携を一層強化し、就職支
援を継続的に行います。

６

２ 新規学卒者、フリーター、就職氷河期世
代への支援

第二の就職氷河期世代をつくらないよう、大学
等卒業予定者については、卒業後３年以内の既卒
者を含め、新卒応援ハローワーク等において担当
者制によるきめ細かな個別支援を実施するほか、
就職活動開始前の学生等に対する早期の支援を行
います。

また、高校・中学卒業予定者については、学校
と連携し早期の就職内定を確保するほか、未就職
卒業者についても、ハローワークによる支援を行
います。

わかものハローワーク相談風景 セミナー風景

フリーター等の早期再就職を支援するため、
ハローワークにおいて予約制・担当者制などに
より、求職者ニーズを詳細に把握し、応募求人
の提案・選定、履歴書・職務経歴書の添削、模
擬面接等、求職者の個々の状況に応じた計画的
な就職支援を行います。

特に、概ね35歳未満で正社員就職を希望する
求職者を対象に、わかものハローワーク等に配
置された就職支援ナビゲーターの担当者制によ
る就職プランの作成等の就労支援、就職活動に
必要な各種セミナーの開催、求職者のニーズ、
能力等に応じた個別求人開拓及び就職面接会の
開催、就職後の定着支援の実施など、きめ細か
な個別支援を通じて正社員就職を支援します。

コロナ禍における雇用維持を中心とした施策から、人手不足分野や成長分野への労働移動を通じた
ステップアップを支援する施策へと軸足を移し、多様化する求人・求職者ニーズに応えるため、様々
な観点からマッチングを促進する取組を行います。

公正採用選考人権啓発推進員設置対象事業所
に対する選任勧奨の推進、計画的・継続的な研
修機会の提供、全国高等学校統一用紙等の適正
な応募書類の使用の徹底など、すべての応募者
についての公正な採用選考システムの確立に向
けた事業主に対する周知・啓発を推進します。

あわせて、同和問題やLGBT等の正しい理解に
関する周知・啓発を行います。

また、東京都と連携し、不適正事案を発生さ
せた事業所に対する迅速な事実確認・是正指導
を厳正に行います。

（１）新規学卒者等への就職支援

（２）公正な採用選考システムの確立

（３）フリーター等への就職支援



都内６か所のハローワークに設置する「ミドル
世代チャレンジコーナー（就職氷河期世代専門窓
口）」において専門担当者が、個別の支援計画を
作成し、キャリアコンサルティング、生活設計面
や職業訓練の相談、求人開拓、就職後の定着支援
などを計画的かつ総合的に行います。

また、官民協働で就職氷河期世代の活躍支援に
取り組む「東京プラットフォーム」において、支
援策の周知広報、企業説明会の開催等を通じ、就
職氷河期世代の雇入れや正社員化等の支援に取り
組むとともに、雇入れ等に係る好事例の収集・発
信を行います。

ミドル世代チャレンジコーナー

２ DXハローワークの推進

１ 求職者・求人者への来所によらないサー
ビスの提供

求職者に対しては、ハローワークから求職者マ
イページを活用してオススメの求人情報の提供を
行い、電話やオンラインでの職業相談・職業紹介
を実施することで、求職者が来所せずに受けられ
るサービスの充実を図ります。また、就職支援セ
ミナーのオンライン配信、マザーズハローワーク
における就職支援サービスのオンライン対応、
SNS・ホームページを活用した情報発信の強化等
により、求職者のニーズに応じて柔軟に求職活動
ができるよう、オンラインサービスの向上を図り
ます。

２ 雇用保険手続の電子申請

雇用保険関係手続きをハローワークの窓口や郵
送により届け出している事業主に対し、雇用保険
電子申請アドバイザーと連携して、電子申請の利
用勧奨及びその利用に向けた支援を実施します。

３ 担当者制によるきめ細かな就職支援

１ 高齢者の就労促進

70歳までの就業機会確保等に向けた環境整備を
図るため、事業主と接触する機会を捉えて、65歳
を超える定年引上げや継続雇用制度の導入等に向
けた意識啓発・機運醸成を図ります。

また、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支
援機構において実施している65歳超雇用推進助成
金や70歳雇用推進プランナー等による提案型の相
談・援助が効果的な事業主には、同機構東京支部
と連携した支援を行います。

７
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【都内の従業員21人以上企業の状況】

（※平成30年～令和2年は従業員31人以上）

「高年齢者雇用状況等報告（毎年6月1日現在）」より

希望者全員65歳以上まで働ける企業の割合

高年齢者就業確保措置実施済み企業の割合（※）

求人者に対しては、求人申込み、応募者管理、
事業所画像登録、求職者へのメッセージ機能等ハ
ローワークインターネットサービスの求人者マイ
ページのオンライン機能を周知し、求人者サービ
スの向上を図ります。

（１）70歳までの就業機会確保等に向けた環
境整備や高年齢労働者の処遇改善を行う
企業への支援

（４）就職氷河期世代への支援



（２）シニア応援コーナー（生涯現役支援窓
口）等におけるマッチング支援

65歳以上の再就職支援に重点的に取り組むた
め、都内全ハローワークに設置する「シニア応援
コーナー（生涯現役支援窓口）・シニアコー
ナー」において、高齢者のニーズ等を踏まえた職
業生活の再設計に係る支援やチーム支援による効
果的なマッチング支援を行います。

また、公益財団法人産業雇用安定センターが、
高年齢退職予定者のキャリア情報等を登録し、企
業に紹介する「高年齢退職予定者キャリア人材バ
ンク事業」の周知を図る等、効果的な連携を行い
ます。

８

２ 障害者の就労促進

（１）多様な障害特性に対応した就労支援

ハローワークに専門の担当者を配置するなど多
様な障害特性に対応した就労支援を推進します。
特に、発達障害等により就職活動に困難な課題を
抱える学生等に対して、新卒応援ハローワークに
おいて就職準備から就職・職場定着までの一貫し
た支援を行います。

また、障害者の職業訓練については、東京都及
び地域の関係機関等と連携し、的確な障害者の職
業訓練の受講あっせんや訓練修了者に対する就職
支援を行います。

（２）企業に対する障害者の雇入れ支援等

法定雇用率が令和６年４月から2.5％、令和
８年７月から2.7％に段階的に引き上げられる
予定です。このため企業に対して、障害者の業
務の選定等の雇入れ支援を積極的に行い、早期
対応を促進します。あわせて、特に障害者の雇
用経験や雇用ノウハウが不足している障害者雇
用ゼロ企業等に対して、ハローワークと地域の
関係機関が連携し、採用の準備段階から採用後
の職場定着まで一貫したチーム支援等を実施し、
中小企業をはじめとして、障害者の雇入れ支援
等の一層の強化を図ります。

また、雇入れ支援に係るハローワークのコー
ディネートをより適切かつ効果的に実施するた
め、障害者就業・生活支援センターとの連携を
図ります。

さらに、令和５年４月１日に施行された改正
障害者雇用促進法の趣旨を踏まえ、事業主が
キャリア形成の支援を含む適正な雇用管理に一
層取り組むよう、雇用の質の向上に向けた事業
主への助言・指導を積極的に行います。
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３ 生活困窮者等に対する就労支援

生活保護受給者や生活困窮者等の就労による自
立を促進するため、ハローワークにおいて、地方
公共団体との協定等に基づき、福祉事務所・自立
相談支援機関等への巡回相談や地方公共団体庁舎
内へのハローワーク常設窓口の設置等により、ハ
ローワークと地方公共団体が一体となって、早期
かつきめ細かな就労支援を実施します。

がん等長期にわたる治療等が必要な求職者の就
職を支援するため、がん診療拠点病院と連携し、
出張相談やオンラインによる職業相談・職業紹介
を行います。

４ がん等の患者に対する支援



５ 外国人に対する支援

（１） 外国人に対する相談支援の実施

東京外国人雇用サービスセンターにおいて、留
学早期の意識啓発からマッチング、就職後の定着
に至るまで段階に応じた支援を実施します。

連携協定を締結している大学とは外国人留学生
の国内就職推進に向け一貫した支援を行います。

新宿外国人雇用支援・指導センターを中心にハ
ローワークにおいて、専門相談員による職業相談
や、個々の外国人の特性に応じた求人開拓のほか、
外国人を支援するNPO法人等との連携強化により、
早期再就職支援及び安定的な就労の確保に向けた
支援を実施します。

（２） ウクライナ避難民への就労支援の実施

ハローワークの相談窓口を日本語・英語・ウク
ライナ語で周知するほか、東京外国人雇用サービ
スセンターにウクライナ語の通訳を配置し、相談
対応を実施します。また、都内のハローワークに
おいて支援申出企業等へ求人開拓を行うほか、就
労支援セミナーや企業向けの説明会の実施など、
今後も就労を希望する避難民に向けたきめ細かな
支援を実施します。

東京都における「外国人雇用状況」の届出状況の推移（過去5年）
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９

４ 職業訓練とキャリアアップ支援

１ 職業訓練の推進

公的職業訓練を活用したキャリアアップによ
り、円滑な労働移動が図れるよう、デジタル分
野等の成長分野・人手不足分野を重点とした地
域の人材ニーズを踏まえた訓練コースの設定を
促進します。

また、ハローワークの窓口において積極的に
訓練受講への働きかけを行い、職業訓練担当窓
口でのキャリアコンサルティングを通じ、再就
職や転職の可能性を高める適切な訓練コースを
あっせんします。

主に雇用保険を受給できない方やフリーター
等に対しては、職業訓練受講給付金の支給や、
求職者支援制度の積極的な周知・広報に努める
とともに、受講生には就職支援計画に基づき訓
練受講中から終了後に至るまで、個別担当者制
を中心に一貫した就職支援を実施します。

厚生労働省公的職業訓練の愛
称キャッチフレーズ
「ハロートレーニング～急が
ば学べ～」
ロゴマーク

介護サービス科

組込みシステム技術科 Web設計科

自動車整備工学科



３ 在職者等のリスキリング支援

４ キャリアアップを伴う労働移動や在籍型
出向の支援

雇用する労働者の職業能力開発を目的として労
働者のリスキリングを行う事業主を援助するため
に、人材開発支援助成金の周知広報に努め、さら
なる活用が図られるよう事業主に対して働きかけ
を実施します。

また、労働者が自発的にリスキリングすること
を支援する教育訓練給付についても周知広報に努
め、迅速適正な給付を実施します。

労働移動を円滑に進めるに当たり、より高い賃
金で新たに人材を雇用する企業へ支援を行うため
に、①特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人
材確保・育成コース）、②労働移動支援助成金
（早期雇入れ支援コース）、③中途採用等支援助
成金（中途採用拡大コース）について活用促進を
図ります。

また、在籍型出向は労働者の雇用維持に加えて
キャリアアップ・能力開発にも効果があることか
ら、産業雇用安定助成金の活用により、在籍型出
向による雇用維持に取り組む事業主や、賃金上昇
を伴う労働者のスキルアップを在籍型出向により
取り組む事業主への支援を実施するとともに、当
該助成金の活用に向けた周知広報を公益財団法人
産業雇用安定センター東京事務所等関係機関と連
携して実施します。

２ デジタル分野における新たなスキル習得
による円滑な再就職支援

10

社会のＤＸ化の進展に伴い、デジタル推進人材
の育成・確保を推進するため、公的職業訓練にお
けるデジタル分野（ＩＴ・WEBデザイン）のコー
スを充実・強化して実施します。デジタル分野の
資格取得を目指すコースや企業実習を組み込んだ
訓練コース等、訓練コースの拡充について周知広
報に努め、受講につなげるとともに、訓練受講期
間中から訓練終了後までのきめ細やかな伴走型支
援による就職支援を実施します。
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労働者派遣 職業紹介

東京労働局管内の労働者派遣事業所数は、
12,329事業所、職業紹介事業所数は9,677事
業所と、全国に占める割合は約３割となってい
ます。

法制度の周知を徹底するとともに、許可・届
出の的確かつ厳正な審査、指導監督を実施し、
派遣労働者や求職者等労働者が安心・納得して
働くことができる環境の整備に努めます。

また、求職者、派遣労働者等からの申告・苦
情相談について、正確な内容の把握に努めると
とともに、迅速かつ適切に対応します。

求人情報等を正確かつ最新の内容に保つ措
置や労働条件の明示、求職者の個人情報の取
扱いなどが適正に行われているか確認し、確
認されない場合には是正指導を実施します。

同一労働同一賃金など派遣労働者の公正な
待遇の確保に向けて、事業運営が適正に行わ
れるよう、指導監督を実施します。

また、いわゆる偽装請負や多重派遣を行う
事業者に対しては、行政処分、勧告、公表を
含む厳正な指導監督を実施します。

東京労働局調べ（各年度末、令和４年度のみ１２月末現在）

種別 項目 指導監督実施事業所件数 是正指導率

労働者派遣事業（対前年同期比） 2,583件（2.3％増） 93.1％（32.1Ｐ増）

職業紹介事業（対前年同期比） 347件（14.7％減） 80.4％（43.3Ｐ増）

派遣・請負の区分基準
（偽装請負・二重派遣等に関すること） 14.7%

派遣元事業主・派遣先による苦情処理 11.2%

就業条件の明示 7.3%

正規と非正規の不合理な待遇差の是正関係 4.9%

労働者派遣契約の中途解除 4.8%

労働条件の明示
（職業安定法第5条の３第1項） 24.2%

募集情報の的確な表示 15.5%

個人情報の取扱い関係 6.5%

民営職業紹介所の苦情処理 5.8%

無許可紹介 5.2%

職業紹介事業に係る求職者からの苦情・相談の内訳（上位５位） 労働者派遣事業に係る労働者からの苦情・相談の内訳（上位５位）

東京労働局調べ（令和４年12月末現在）

東京労働局調べ（令和４年12月末現在）

５ 民間人材ビジネスの適正な運営の推進

３ 職業紹介事業者に対する指導監督

４ 求人メディアに対する指導監督２ 労働者派遣事業者に対する指導監督

11

１ 許可・届出時の制度周知と厳正審査

職業紹介事業及び労働者派遣事業を行うた
めには、許可又は届出が必要であり、適正な
事業運営が行われるよう、入口となる許可又
は届出の段階で、制度周知の徹底と厳正な審
査を実施します。

令和４年10月１日に施行された改正職業安
定法に基づき、虚偽・誤解のない正確かつ最
新の求人等の情報提供、個人情報の取扱い、
苦情に対する適切・迅速な対応等、新しい
ルールによる適正な運営が図られるよう、厳
正な指導監督を実施します。



第３ 安全で健康に働くことができるディーセント・ワークの実現

目指すべき社会の実現に向け、“Safe Work TOKYO”のロゴマークの下、
「トップが発信！ みんなで宣言 一人一人が安全・安心」

をキャッチフレーズとして、すべての関係者が認識を共有して取組を推進します。

【基本目標】
死亡災害：2027年までに、2022年と比較して５％以上減少
死傷災害：2027年までに、2022年と比較して減少

【基本的な考え方】
① 本社機能が集中する東京発の安全衛生対策の全国への普及拡大
② 都市開発プロジェクトに関連した安全衛生対策
③ 「行政が進める安全衛生対策の見える化」の推進

１ 労働災害防止対策の推進

１ 第14次東京労働局労働災害防止計画の推進

東京労働局では「第14次東京労働局労働災害防止計画」に基づき、建設業や第三次産業をはじめとした
労働災害防止対策、メンタルヘルス・健康確保対策等を一層推進します。

（計画期間 2023年度から2027年度までの5年間）

注１：令和３．４年コロナ除く 注２：令和５年１月末日速報値

死亡災害の約５割を占める建設業に対して、墜落・転落防止対
策の推進を図るとともに、昨年の死亡災害の増加を踏まえ、監督

署による現場指導の強化を図ります。
また、陸上貨物運送事業・ビルメンテナンス業等死亡災害が多

発傾向にある業種に対して、労働災害防止対策の指導徹底を図り
ます。

東京労働局長による建設現場パトロール

２ 死亡災害の撲滅を目指した労働災害防止対策の徹底

12

誰もが安心して働くことができるディーセント・ワーク（良好な労働環境）の実現を目指し、安全・健
康な職場や長時間労働の抑制をはじめ、基本的な労働条件の確保を図ります。また、生産性向上等に取り
組む企業への支援などにより、最低賃金・賃金の引上げに向けた環境整備等を進めます。
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３ 行動災害及び高年齢労働者への労働災害防止

小売業や介護施設を中心に増加傾向にある「転
倒」及び腰痛等の「動作の反動・無理な動作」など、
職場における労働者の作業行動を起因とする労働災
害（行動災害）の防止に向け、管内のリーディング
カンパニー等を構成員とする＋Safe協議会の運営、
企業における自主的な安全衛生活動の導入を支援す
る取組等により、管内全体の安全衛生に対する更な
る機運醸成を図ります。

また、死傷災害の約２割を占め、行動災害が特に
多く発生している高年齢労働者について、安心して
安全に働ける職場環境の実現に向けた「高年齢労働
者の安全と健康確保のためのガイドライン」（エイ
ジフレンドリーガイドライン）及び中小企業による
高年齢労働者の安全・健康確保措置を支援するため
の補助金（エイジフレンドリー補助金）の周知を行
います。

４ 化学物質等の対策の推進

新たな化学物質規制の導入に向け、令和4年2月及び5月
に労働安全衛生法施行令等が改正されました。新たな化学
物質規制は、従来の特定化学物質障害予防規則等の特別則
の対象外であった有害な化学物質を主な対象として、国に
よるばく露の上限となる基準の策定、危険性・有害性情報
の伝達の仕組みの整備拡充等を前提として、事業者が、リ
スクアセスメントの結果に基づき、ばく露防止のための措
置を適切に実施するものです。

新たな化学物質規制の導入では、様々な対応が必要と
なってくることから、改正内容等について丁寧な説明を進
め、周知徹底を行います。

５ メンタルヘルス・熱中症対策及び両立支援の取組

メンタルヘルス対策については、健康リスクが高い状況に
ある労働者を見逃さないようにするため、ストレスチェック
制度をはじめとするメンタルヘルス対策も含めて、産業保健
活動が各事業場で適切に実施されるよう指導します。また、
産業保健総合支援センター等の活用を促す等によりメンタル
ヘルス対策の取組の促進を図ります。

熱中症対策については、暑くなる前の早い時期から熱中症
予防対策の計画的な実施について周知を図ります。また、重
点取組期間の７月に向けて、建設業・警備業・陸上貨物運送
事業その他の関係事業者団体にも協力を求め、熱中症予防対
策の徹底を図ります。

病気の治療と仕事の両立支援については、「事業場におけ
る治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」の周知を行
います。また、「東京地域両立支援推進チーム」の活動を通
じて、両立支援に係る取組の促進を図ります。病気の治療と
仕事の両立支援に取り組む企業の「経営トップによる基本方
針」を募集し、局ホームページに掲載します。

＋Safe 協議会
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新たな化学物質規制の導入に向けた説明会

熱中症対策に係るポスター



３ 長時間労働の抑制

２ 労働条件の確保・支援

長時間労働の抑制及び過重労働に
よる健康障害を防止するため、各種
情報から時間外・休日労働時間数が
１か月当たり80時間を超えていると
考えられる事業場や長時間にわたる
過重な労働による過労死等に係る労
災請求が行われた事業場に対して、
引き続き監督指導を実施します。

加えて、「過重労働解消キャン
ペーン」期間（11月）において、長
時間労働の削減等過重労働解消に向
けた集中的な周知・啓発等の取組を
行います。

ベストプラクティス企業への職場訪問
（成友興業株式会社）

過重労働解消相談ダイヤル

１ 働き方改革の推進に向けた支援

（１）労働時間の縮減等に取り組む事業者等
の支援

時間外労働の上限規制への対応を含む労働
時間の縮減等に取り組む中小企業・小規模事
業者に対し、相談対応のほか、説明会の開催
や個別訪問による支援など、事業者等に寄り
添った丁寧な支援を実施します。また、令和
５年４月から中小企業に適用される月60時間
を超える時間外労働に係る割増賃金率の引上
げについても周知を図ります。

（２）時間外労働の上限規制適用猶予事業
・業種への支援

令和６年４月から時間外労働が適用される
医師、自動車運転者、建設業について、働き
方改革が円滑に推進されるよう、積極的に支
援します。

医師については、東京都医療勤務環境改善
支援センターなどと連携し、医療機関への適
切な支援を行います。

自動車運送業・建設業については、荷主等
や民間工事発注者等も含めた業界全体に対す
る総合対策を実施し、人材確保の支援、長時
間労働の抑制に向けた支援を行います。

２ 法定労働条件の履行確保等

労働条件の明示、時間外・休日労働協定の締
結・届出など、事業場において基本的な労働条
件の枠組み及び管理体制を確立させ、これを定
着させることができるよう、労働基準関係法令
の遵守の徹底を図るとともに、重大・悪質な事
案に対しては、司法処分も含め厳正に対処しま
す。

また、賃金不払残業を防止するため、「労働
時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措
置に関するガイドライン」を周知徹底し、監督
指導時に、労働時間管理の指導等を行います。

企業倒産に伴い賃金の支払を受けられないま
ま退職した方の救済を図るため、引き続き「未
払賃金立替払制度」を迅速かつ適正に運用しま
す。

加えて、技能実習生を含めた外国人労働者、
自動車運転者、障害者といった分野の労働環境
を適正なものとするため、関係機関との連携の
もと労働基準関係法令の遵守徹底を図ります。
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荷主向けリーフレット 工事発注者向けリーフレット

【過重労働解消キャンペーンの取組】



４ 労働相談等への対応

１ 総合労働相談の実施と個別労働関係紛争の
解決促進

２ 総合的ハラスメント対策の推進

※１件の処理で複数項目の処理を行うことがあるため、受理件数と
処理件数の合計は一致しない。

３ 外国人労働者の労働条件等の相談・支
援体制の整備

「外国人労働者相談コーナー」の周知を図
るとともに、英語・中国語をはじめ11言語で
の労働相談に的確に対応します。

さらに、「外国人在留支援センター
（FRESC）」内に設置した「外国人特別相
談・支援室」において、外国人労働者を雇用
する事業主に対し、労務管理や労働安全衛生
管理に関する相談対応や、個別訪問等による
支援を行います。

都内20か所の総合労働相談コーナーにおいて、
労働問題に関するあらゆる相談に対応します。

相談の過程で、労働基準法違反の申告があった
場合には監督指導を実施し、民事上の個別労働紛
争について相談者の申出があった場合には、「労
働局長による助言・指導」や「紛争調整委員会に
よるあっせん」を実施して労働紛争の解決を促し
ます。

152,417 151,336 

171,471 
163,454 

180,325 

11,470 11,305 
9,364 9,885 

8,646 

4,883 4,190 4,166 3,450 3,014 
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0
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20,000

30,000

60,000

90,000
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180,000

30年 令和元年 2年 3年 4年

（件） 総合労働相談件数及び主な項目別相談件数

労働相談全件数（左目盛）

いじめ・嫌がらせ（右目盛）

解雇（右目盛）

労働条件の引下げ（右目盛）

職場におけるパワーハラスメント、セクシュア
ルハラスメント及び妊娠・出産・育児休業等に関
するハラスメント防止措置について、法違反が疑
われる事業主に対し、是正指導を行い、職場にお
けるハラスメント防止措置義務の着実な履行確保
を図ります。

また、就職活動中の学生等に関するハラスメン
トについては、事業主に対して、ハラスメント防
止指針に基づく「望ましい取組」の周知徹底を図
り、自主的な取組を促し、学生からの相談等によ
り問題を把握した場合には、事業主に対して適切
な対応を求めます。

さらに、LGBTをはじめとした性的マイノリティ
の当事者を含めた多様な人材が活躍できる職場環
境を整えるため、企業の取組事例等を周知し、誰
もが働きやすい職場環境の整備に努めます。
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５ 最低賃金・賃金の引上げに向けた生産性向上等に取り組む企業への支援

最低賃金・業務改善助成金周知強化期間を設ける等、
最低賃金額の効果的かつ積極的な周知広報を行うとと
もに、最低賃金の履行確保上問題があると考えられる
業種等を重点とした監督指導等を行い、最低賃金の履
行確保を図ります。併せて、業務改善助成金をはじめ
とした中小企業・小規模事業者への支援策の周知・利
用促進に努めます。

監督署において、企業が賃金引上げを検討する際の
参考となる地域の賃金や企業の好取組事例、業務改善
助成金をはじめとした中小企業・小規模事業者への支
援策等が分かる資料を提供し、企業の賃上げへの支援
等を行います。

また、中小企業等が賃上げの原資を確保できるよう、
「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑
化施策パッケージ」に基づき、監督指導において「買
いたたき」等が疑われる場合は、関係機関と連携を図
りつつ、最低賃金・賃金支払の徹底と賃金引上げに向
けた環境整備等の取組を行います。

時間額(円) 効力発生日

東京都(地域別)最低賃金 １，０７２
令和４年
10月1日
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第４ 労働保険制度の適正な運営

労働保険制度は労働者のセーフティーネットであり、各種施策を推進する財政基盤となることから、
労働保険料の適正徴収に努め、雇用保険・労災保険の適正な運営を図ります。

１ 労働保険料の適正な申告・納付の促進 ２ 労働保険の未手続事業一掃対策の推進

雇用調整助成金による雇用維持の取組への支援
を着実に実施するほか、不正が疑われる事業主へ
の積極的な調査の実施、不正受給をした事業所名
等の公表、警察関係者との連携を強化し、悪質な
場合は刑事告発を行うなど、引き続き不正受給対
応を厳格に行います。

17

１ 労働保険の適用徴収

２ 雇用保険の運営

労働保険相談窓口等における周知、労働保険
年度更新の円滑な運営、効果的な労働保険料算
定基礎調査の実施等により、適正な申告・納付
を促進します。

なお、令和５年度より、暫定的に引き下げら
れていた雇用保険料率が原則に引き上げられる
ため、事業主や関係団体等へ積極的に周知を行
います。

また、中小事業主の代わりに労働保険の加入
手続等を行う労働保険事務組合に対しては、制
度の適正な運営がなされるよう監査指導や研修
を実施します。

労働保険制度の健全な運営と、すべての労働
者が安心して働くための環境づくりのために、
他の行政機関との連携、集中的な広報活動等に
より、労働保険の未手続事業の一掃に取り組み
ます。

１ 雇用保険受給者の早期再就職の支援 ２ 雇用調整助成金の適正支給と不正受給対策

雇用保険受給者については、雇用保険給付部
門と職業相談部門が密接に連携し、効果的な
マッチング支援や再就職手当の活用等により、
早期の再就職を促進します。



労働災害による被災労働者やその遺族か
らの療養や休業等の労災請求について、迅
速・適正な処理を行います。

また、脳・心臓疾患、精神障害、石綿関
連疾患をはじめとする業務上疾病に係る労
災請求について、認定基準等に基づいた的
確な処理を一層推進します。

脳・心臓疾患、精神障害請求・認定件数（東京）

149 169
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（速報値）

脳・心臓疾患請求件数 脳・心臓疾患認定件数

精神障害請求件数 精神障害認定件数

石綿関連疾患請求・認定件数（東京）
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（速報値）

請求件数 認定件数

※令和４年度の数値は令和５年２月末現在の速報値

東京労働局調べ

※ただし石綿肺は除く

１８

１ 迅速かつ適正な労災保険の給付 ２ 特別加入制度の適正な運用

特別加入制度の対象となる業種は、法令で
その範囲が具体的に規定されていますが、近
年の働き方の多様化に伴い、令和３年度以降、
新たに芸能関係作業従事者、アニメーション
制作作業従事者、柔道整復師、創業支援等措
置に基づき事業を行う方、自転車を使用して
貨物運送事業を行う方、ITフリーランス、あ
ん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、
歯科技工士が追加されたところであり、特別
加入制度の積極的な周知及び適正な運用を図
ります。

特別加入制度に関するパンフレット

３ 労災保険の運営


